
平成18年 2月期 個別中間財務諸表の概要 平成17年10月18日
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コード番号 ９６０１ 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.shochiku.co.jp/)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　　迫本　淳一

問合せ先責任者　役職名 取締役 氏名　　油谷　　曻 ＴＥＬ　　（03）5550－1516

中間決算取締役会開催日 平成17年10月18日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）

１．平成17年 8月中間期の業績（平成17年 3月 1日～平成17年 8月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 8月中間期 33,608 △3.6 △124 － △509 －
16年 8月中間期 34,862 25.5 2,397 47.6 2,154 94.5

17年 2月期 63,221 3,610 2,741

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年 8月中間期 △443 － △4 17
16年 8月中間期 948 92.5 8 91

17年 2月期 1,166 10 63

（注）①期中平均株式数 17年8月中間期 106,385,890株 16年8月中間期 106,484,584株 17年2月期 106,461,858株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭
17年 8月中間期 0 00 　　　　――――――
16年 8月中間期 0 00 　　　　――――――

17年 2月期 　　　　―――――― 3 00

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 8月中間期 109,320 45,195 41.3 424 90
16年 8月中間期 103,101 45,233 43.9 424 84

17年 2月期 105,754 45,384 42.9 426 18

（注）①期末発行済株式数 17年8月中間期 106,367,601株 16年8月中間期 106,473,331株 17年2月期 106,410,703株

②期末自己株式数 17年8月中間期 616,677株 16年8月中間期 510,947株 17年2月期 573,575株

２．平成18年 2月期の業績予想（平成17年 3月 1日～平成18年 2月28日）  

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期　末　

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 67,000 1,500 850 3 00 3 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　7円99銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関

する事項につきましては、中間決算短信（連結）添付資料の７ページをご参照ください。
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１．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

(平成16年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成17年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  4,882,817   3,535,427   4,829,277   

２．受取手形  11,176   106,550   3,282   

３．売掛金  6,757,278   7,394,700   4,909,754   

４．有価証券  18,722   －   20,926   

５．たな卸資産  4,745,346   5,886,287   5,854,261   

　 ６．前渡金  3,747,585   3,933,836   4,720,310   

　 ７．繰延税金資産  1,130,566   1,409,731   1,296,761   

８．短期貸付金  1,331,160   1,326,400   1,327,200   

９．立替金  462,995   1,035,989   598,116   

10．その他  987,864   1,372,573   1,070,657   

貸倒引当金  △28,830   △11,980   △21,941   

流動資産合計   24,046,682 23.3  25,989,517 23.8  24,608,606 23.3

Ⅱ　固定資産           

１. 有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２ 18,886,646   19,640,023   18,586,021   

(2) 設備  5,682,366   6,911,447   6,102,076   

(3) 土地 ※２ 14,744,113   14,744,113   14,744,113   

(4) 建設仮勘定  711,491   53,638   1,737,440   

(5) その他  1,642,954   1,847,958   1,652,525   

有形固定資産合計   41,667,571 40.4  43,197,181 39.5  42,822,177 40.5

２. 無形固定資産   1,137,684 1.1  1,380,923 1.3  1,299,089 1.2

３. 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 11,910,529   14,511,449   12,168,020   

(2) 関係会社株式 ※２ 6,920,935   8,568,715   8,828,416   

(3) 出資金  9,376,418   9,312,288   9,345,363   

(4) 長期貸付金  3,417,084   2,159,117   2,083,628   

(5) 差入保証金  5,389,925   5,176,834   5,384,577   

(6) その他  876,669   845,808   864,179   

貸倒引当金  △1,674,151   △1,831,416   △1,670,217   

投資その他の資産合計   36,217,411 35.2  38,742,797 35.4  37,003,968 35.0

固定資産合計   79,022,667 76.7  83,320,902 76.2  81,125,235 76.7

Ⅲ　繰延資産           

１. 新株発行費   31,683   10,561   21,122  

繰延資産合計   31,683 0.0  10,561 0.0  21,122 0.0

資産合計   103,101,034 100.0  109,320,980 100.0  105,754,964 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成17年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  1,254,529   －   273,406   

２．買掛金  5,406,748   3,983,840   5,735,096   

３．短期借入金 ※２ 24,288,995   10,862,830   13,647,390   

４．一年以内償還予定社債  400,000   400,000   400,000   

５．未払金  －   6,456,435   2,964,352   

６．未払事業所税  21,451   22,652   43,231   

７．未払法人税等  13,071   64,486   26,142   

８．賞与引当金  240,309   212,652   359,854   

９．設備関係未払金  190,843   319,894   363,596   

10．その他 ※４ 7,817,695   3,703,773   3,014,213   

流動負債合計   39,633,644 38.4  26,026,565 23.8  26,827,283 25.4

Ⅱ　固定負債           

１．社債  1,300,000   3,400,000   1,600,000   

２．長期借入金 ※２ 7,685,180   25,056,810   22,443,750   

３．繰延税金負債  1,317,464   1,876,760   1,752,885   

４．退職給付引当金  1,391,618   1,486,663   1,537,668   

５．役員退職慰労引当金  605,150   653,862   638,900   

６．受入保証金  5,934,163   5,625,095   5,569,586   

固定負債合計   18,233,576 17.7  38,099,192 34.9  33,542,789 31.7

負債合計   57,867,220 56.1  64,125,757 58.7  60,370,073 57.1

　(資本の部）           

 Ⅰ　資本金   22,651,795 22.0  22,651,795 20.7  22,651,795 21.4

 Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  13,364,597   13,364,597   13,364,597   

２．その他資本剰余金  2,011,583   2,012,351   2,011,583   

資本剰余金合計   15,376,180 14.9  15,376,948 14.1  15,376,180 14.5

 Ⅲ　利益剰余金           

１．任意積立金  1,014,073   973,015   1,014,073   

２．中間（当期）未処分利
益

 2,091,748   1,552,697   2,309,568   

利益剰余金合計   3,105,821 3.0  2,525,713 2.3  3,323,641 3.1

 Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  4,431,761 4.3  5,045,300 4.6  4,405,832 4.2

 Ⅴ　自己株式   △331,745 △0.3  △404,534 △0.4  △372,558 △0.3

　　 資本合計   45,233,813 43.9  45,195,222 41.3  45,384,891 42.9

負債・資本合計   103,101,034 100.0  109,320,980 100.0  105,754,964 100.0
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(2) 中間損益計算書

  

前中間会計期間

（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間

（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   34,862,493 100.0  33,608,948 100.0  63,221,802 100.0

Ⅱ　売上原価   19,388,030 55.6  20,163,477 60.0  33,359,042 52.8

売上総利益   15,474,462 44.4  13,445,471 40.0  29,862,760 47.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費   13,077,272 37.5  13,570,154 40.4  26,252,634 41.5

営業利益又は営業損失(△)   2,397,190 6.9  △124,683 △0.4  3,610,125 5.7

Ⅳ　営業外収益 ※１  354,231 1.0  479,010 1.4  430,435 0.7

Ⅴ　営業外費用 ※２  597,034 1.7  863,983 2.5  1,299,458 2.1

経常利益又は経常損失(△)   2,154,386 6.2  △509,655 △1.5  2,741,102 4.3

Ⅵ　特別損失 ※３  574,925 1.7  348,981 1.0  643,735 1.0

税引前中間（当期）純利益
又は純損失(△)

  1,579,461 4.5  △858,636 △2.5  2,097,367 3.3

法人税、住民税及び事業税  13,071   12,866   26,142   

法人税等調整額  617,465 630,536 1.8 △427,806 △414,940 △1.2 904,480 930,622 1.5

中間（当期）純利益又は純
損失(△)

  948,925 2.7  △443,696 △1.3  1,166,745 1.8

前期繰越利益   1,142,823   1,996,393   1,142,823  

中間（当期）未処分利益   2,091,748   1,552,697   2,309,568  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同　　　　左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同　　　　左

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

同　　　　左

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

(ロ)時価のないもの

移動平均法による原価法

(ロ)時価のないもの

同　　　　左

(ロ)時価のないもの

同　　　　左

(2）デリバティブ

時価法

　 (2）デリバティブ

同　　　　左

(2）デリバティブ

同　　　　左

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産

ビデオテー

プ・プログラ

ム・キャラク

ター商品

 
移動平均法による原

価法

映像版権商品
 個別法による原価法

商品土地

その他の商品 
先入先出法による原

価法

製品
 個別法による原価法

仕掛品

原材料
 

先入先出法による原

価法貯蔵品

同　　　　左 同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却によってお

ります。

主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　建物　　　　　10～50年

　設備　　　　　３～20年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　　　左

 

 

　

　

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2）無形固定資産

同　　　　左

(2）無形固定資産

同　　　　左
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前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については実績

繰入率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　　同　　　　左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　同　　　　左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の賞与支

給見込額のうち、当中間会計期間

に負担すべき額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

　　同　　　　左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の賞与支

給見込額のうち、当期に負担すべ

き額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額を翌期から費用処理するこ

ととしております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

　なお、過去勤務債務はその発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額を翌期から費用処理するこ

ととしております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上

しております。

　なお、過去勤務債務はその発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

按分した額を翌期から費用処理す

ることとしております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく中間期末における要支給額を

計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　　同　　　　左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく期末における要支給額を計上

しております。

４．外貨建ての資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

４．外貨建ての資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　　同　　　　左

４．外貨建ての資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。
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前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

５．リース取引の処理方法

同　　　　左

５．リース取引の処理方法

同　　　　左

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引及び通貨オプ

ション取引については、振当処理の

要件を満たしている場合には振当処

理を、金利スワップ取引及び金利

キャップ取引については、特例処理

の要件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引については、振

当処理の要件を満たしている場合に

は振当処理を、金利スワップ取引及

び金利キャップ取引については、特

例処理の要件を満たしている場合に

は特例処理を採用しております。

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引及び通貨オプ

ション取引については、振当処理の

要件を満たしている場合には振当処

理を、金利スワップ取引及び金利

キャップ取引については、特例処理

の要件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

通貨オプション取引

金利スワップ取引　

金利キャップ取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

金利スワップ取引

金利キャップ取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

通貨オプション取引

金利スワップ取引

金利キャップ取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引及び

借入金

ヘッジ対象…　同　　左 　　ヘッジ対象…　同　　左

(3）ヘッジ方針

　外貨建予定取引の為替変動リスク

及び借入金の金利変動リスクを回避

する目的で為替予約取引、通貨オプ

ション取引、金利スワップ取引及び

金利キャップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

(3）ヘッジ方針

　外貨建予定取引の為替変動リスク

及び借入金の金利変動リスクを回避

する目的で為替予約取引、金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。

(3）ヘッジ方針

　外貨建予定取引の為替変動リスク

及び借入金の金利変動リスクを回避

する目的で為替予約取引、通貨オプ

ション取引、金利スワップ取引及び

金利キャップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の

変動額等を基礎としてヘッジ有効性

を評価しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　同　　　　左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　同　　　　左

７．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

７．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　　　同　　　　左

７．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　　　同　　　　左
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　会計処理方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

 （役員退職慰労引当金）

　役員退職慰労引当金につきましては、

従来支給時の費用として処理しており

ましたが、役員退職慰労金規程の整備

を行ったことを契機に、役員退職慰労

金を役員の在任期間に渡り費用配分す

ることで期間損益の適正化及び財務体

質の健全化を図るため、規程に基づく

中間期末要支給額を引当金計上するこ

とといたしました。この変更に伴い、

当中間会計期間負担額30,225千円を

「販売費及び一般管理費」に計上し、

過年度負担額574,925千円については

「特別損失」に計上しております。こ

の結果、従来の方法に比べ、営業利益

及び経常利益はそれぞれ30,225千円、

税引前中間純利益は605,150千円減少

しております。

―――――――  （役員退職慰労引当金）

　役員退職慰労引当金につきましては、

従来支給時の費用として処理しており

ましたが、役員退職慰労金規程の整備

を行ったことを契機に、役員退職慰労

金を役員の在任期間に渡り費用配分す

ることで期間損益の適正化及び財務体

質の健全化を図るため、規程に基づく

期末要支給額を引当金計上することと

いたしました。この変更に伴い、当期

負担額63,975千円を「販売費及び一般

管理費」に計上し、過年度負担額

574,925千円については「特別損失」

に計上しております。この結果、従来

の方法に比べ、営業利益及び経常利益

はそれぞれ63,975千円、税引前当期純

利益は638,900千円減少しております。

　表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

────── （中間貸借対照表）

 前中間会計期間まで流動負債の「そ

の他」に含めて表示していた「未払

金」は、当中間会計期間末において負

債・資本合計額の100分の5を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前

中間会計期間末の「未払金」の金額

は5,145,435千円であります。　

──────
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

（賞与引当金）

 従来、支給対象期間と事業年度が一

致しておりましたので、賞与引当金は

計上しておりませんでしたが、当中間

会計期間において、賞与支給に係る評

価制度を見直すとともに支給対象期間

を変更したため、将来の賞与支給見込

額のうち、当中間会計期間に負担すべ

き額を新たに賞与引当金として計上し

ております。

――――――― （賞与引当金）

 従来、支給対象期間と事業年度が一

致しておりましたので、賞与引当金は

計上しておりませんでしたが、当期に

おいて、賞与支給に係る評価制度を見

直すとともに支給対象期間を変更した

ため、将来の賞与支給見込額のうち、

当期に負担すべき額を新たに賞与引当

金として計上しております。

―――――――

 

（法人事業税における外形標準課税

  部分の中間損益計算書上の表示方

　法）

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

中間会計期間から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上に

ついての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日企業会計基準委員会実務対応

報告第12号）に従い、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。

　この結果、販売費及び一般管理費

が51,620千円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失が51,620千

円増加しております。 

―――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目及び科目
前中間会計期間末

（平成16年８月31日現在）
当中間会計期間末

（平成17年８月31日現在）
前事業年度末

（平成17年２月28日現在）

※１．有形固定資産減価償却

累計額

（千円）

26,012,985

（千円）

          27,222,713

（千円）

26,795,885

※２．担保に供している資産 （千円） （千円） （千円）

(1）建物

(2）土地

(3）投資有価証券

(4）関係会社株式

合計

14,306,812

10,807,395

6,572,182

154,486

31,840,876

15,140,341

 2,855,236

8,224,486

154,501

 26,374,565

 13,986,339

  2,855,236

  7,530,786

 154,501

 24,526,863

上記に対応する債務    

(1） 短期借入金

(2）

長期借入金

(１年以内返済分を

含む）

 合計

12,195,000

12,412,175

24,607,175

7,575,000

22,513,580

30,088,580

9,275,000

 21,575,140

30,850,140

 　関係会社の銀行借入金を担保する

ため上記のほかに、建物493,655千

円、土地2,682,401千円、投資有価

証券341,826千円、関係会社株式

15,627千円を物上保証に供しており

ます。

　関係会社の銀行借入金を担保する

ため上記のほかに、建物478,228千

円、土地2,682,401千円、投資有価

証券366,151千円、関係会社株式

15,628千円を物上保証に供しており

ます。

　関係会社の銀行借入金を担保する

ため上記のほかに、建物489,678千

円、土地2,682,401千円、投資有価

証券353,885千円、関係会社株式

15,628千円を物上保証に供しており

ます。

３．偶発債務

債務保証

　下記の会社・従業員の銀行借入金

について債務の保証を行っておりま

す。

　下記の会社・従業員の銀行借入金

について債務の保証を行っておりま

す。

　下記の会社・従業員の銀行借入金

について債務の保証を行っておりま

す。

  　（千円）

㈱松竹マルチプレッ

クスシアターズ
6,773,455

㈱鎌倉ケーブルコ

ミュニケーションズ
1,128,915

㈱神奈川メディアセ

ンター
320,200

㈱京都ケーブルコ

ミュニケーションズ
228,161

従業員（住宅資金

他）
242,663

合計 8,693,395

 　（千円）

㈱松竹マルチプレッ

クスシアターズ
　6,496,830

㈱鎌倉ケーブルコ

ミュニケーションズ
1,073,880

㈱神奈川メディアセ

ンター
262,200

㈱京都ケーブルコ

ミュニケーションズ
    201,630

中映㈱      150,000

松竹京都映画㈱       30,000

従業員（住宅資金

他）
   209,550

合計 8,424,091

 　 （千円）

㈱松竹マルチプレッ

クスシアターズ
7,218,246

㈱鎌倉ケーブルコ

ミュニケーションズ
  1,235,355

㈱神奈川メディアセ

ンター
291,200

㈱京都ケーブルコ

ミュニケーションズ
214,896

従業員（住宅資金

他）
 223,366

合計 9,183,063

※４．消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

同　　　　左 ─────
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項目及び科目
前中間会計期間末

（平成16年８月31日現在）
当中間会計期間末

（平成17年８月31日現在）
前事業年度末

（平成17年２月28日現在）

５．当座貸越契約及び貸出

コミットメント

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

 （千円） （千円） （千円）

(1)

当座貸越限度額及び

貸出コミットメント

の総額

(2) 借入実行残高

 差引額

5,310,000

－

5,310,000

5,310,000

       －

  5,310,000

5,310,000

         －

 5,310,000

（中間損益計算書関係）

項目及び科目
前中間会計期間

（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

※１．営業外収益の主要項目 （千円） （千円） （千円）

受取利息 18,093       14,039       32,633

受取配当金 250,685        392,629        285,803

※２．営業外費用の主要項目 （千円） （千円） （千円）

支払利息 313,779       284,171        591,275

※３．特別損失の主要項目 （千円） （千円） （千円）

過年度役員退職慰労引当

金繰入額
574,925        － 574,925

関係会社株式評価損 －  348,981         －

　４．減価償却実施額 （千円） （千円） （千円）

有形固定資産 763,591 764,076  1,546,490

無形固定資産 10,672       43,424    38,766
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械及び
装置

347,708 63,397 284,310

車両運搬
具

3,544 2,879 665

工具・器
具・備品

863,662 613,791 249,871

ソフト
ウェア

255,623 113,073 142,549

合計 1,470,538 793,142 677,396

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械及び
装置

477,729 104,318 373,410

工具・器
具・備品

538,747 250,735 288,012

ソフト
ウェア

287,957 119,654 168,303

合計 1,304,433 474,707 829,726

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び
装置

361,986 94,075 267,910

車両運搬
具

3,544 3,285 259

工具・器
具・備品

898,998 722,020 176,977

ソフト
ウェア

281,282 131,323 149,959

合計 1,545,812 950,705 595,106

　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により、

算定しております。

同左 　なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により、算定してお

ります。

②　未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料期末残高相当額

 （千円）

１年以内 248,972

１年超 428,423

合計 677,396

 （千円）

１年以内 234,156

１年超 595,569

合計 829,726

 （千円）

１年以内 202,132

１年超 392,974

合計 595,106

　なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により、算定しておりま

す。

同左 　なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より、算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当

額

③　支払リース料及び減価償却費相当

額

③　支払リース料及び減価償却費相当

額

 （千円）

支払リース料 145,672

減価償却費相当額 145,672

 （千円）

支払リース料 128,012

減価償却費相当額 128,012

 （千円）

支払リース料 294,059

減価償却費相当額 294,059

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零（残価保証の取り決めのある

ものについては、当該残価保証額）

とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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②　有価証券

前中間会計期間末　（平成16年８月31日現在）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 152,700 7,187,510 7,034,809

当中間会計期間末　（平成17年８月31日現在）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 152,700 8,184,820 8,032,119

前事業年度末　（平成17年２月28日現在）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 － － －

関連会社株式 152,700 7,445,435 7,292,734
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成16年３月１日
至　平成16年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年３月１日
至　平成17年８月31日）

前事業年度
（自　平成16年３月１日
至　平成17年２月28日）

――――――― 　新株予約権の発行　

　　当社は平成17年８月16日開催の

　当社取締役会において、当企業グ

　ループの映画・演劇興行力強化の

　ため、第三者割当による新株予約

　権の発行について決議し、平成17

　年９月１日に新株予約権の発行総

　額である58,720千円の払込を受け

　ております。

１．新株予約権の割当対象者

　　みずほ証券株式会社　  　

２．新株予約権の総数

  　160個

３．新株予約権の目的である株式の

　  種類及び数（当初）

　　普通株式　16,000,000株

４．各新株予約権の発行価額

　　新株予約権１個当たり367,000円

５．新株予約権の発行総額

    58,720千円　　

６．新株予約権の払込期日

　　平成17年９月１日

―――――――

７．新株予約権の行使の際の払込金

　　額（当初）

　　１株当たり　807.4円

８．新株予約権の行使により発行す

　　る株式の発行総額

　　12,977,120千円

９．新株予約権の権利行使期間

　　平成17年９月２日～平成20年９

　　月１日

10．新株予約権の行使により新株を

　　発行する場合の株式の発行価額

　　中の資本組入額

　　株式の発行価額に0.5を乗じた額

11．新株予約権の期中行使があった

　　場合の取扱い　　

　　本新株予約権の行使により交付

　　された当社普通株式の配当金又

　　は商法第293条ノ５に定められた

　　金銭の分配（中間配当金）につ

　　いては、本新株予約権の行使が

　　毎年３月１日から８月31日まで

　　の間になされたときは３月１日

　　に、毎年９月１日から翌年２月

　　末日までの間になされたときは

　　９月１日に、それぞれ当社普通

　　株式の交付があったものとみな

　　してこれを支払う。　　

－ 14 －



２．売上高内訳
 （単位：千円）

部門別

前中間期
（16／３～16／８）

当中間期
（17／３～17／８）

増減
前期

（16／３～17／２）

金額
構成比
（％）

金額
構成比
（％）

金額
前年
同期比
（％）

金額
構成比
（％）

映像部門 17,821,835 51.1 16,988,306 50.5 △833,528 95.3 30,358,547 48.0

映画 13,052,481 37.4 10,682,432 31.8 △2,370,048 81.8 20,774,545 32.9

ビデオ 4,122,108 11.8 5,140,678 15.3 1,018,569 124.7 7,860,795 12.4

テレビ 647,245 1.9 1,165,196 3.4 517,951 180.0 1,723,206 2.7

演劇部門 11,231,032 32.2 11,830,767 35.2 599,735 105.3 22,303,711 35.3

事業部門 5,809,625 16.7 4,789,873 14.3 △1,019,751 82.4 10,559,543 16.7

計 34,862,493 100.0 33,608,948 100.0 △1,253,544 96.4 63,221,802 100.0
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